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はじめに
　特許、意匠、商標の内容は公報として広く一般に
公開されます。特許の公開情報は、企業・大学等
における研究開発の成果に係る技術情報や権利情報
です。これら特許情報の分析に基づく特許出願動向
調査は、先端技術分野等の特許出願状況や研究開発
の方向性を明らかにするものであり、企業、大学等
における研究開発の方向性を決定する上で有益です。

また、意匠・商標の出願動向は経済状況や企業活動
と密接に結びついており、意匠・商標の出願情報等
の分析に基づく結果は、審査処理体制の検討や施策
検討時の基礎資料となる他、企業活動等においても、
意匠・商標出願戦略、研究開発・デザイン開発戦略、
ブランド戦略等の策定を支援するための有益な情報
になります。
　全12回にわたり、平成30年度に実施した「特許出
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願技術動向調査」12テーマ、「特許出願動向調査―
マクロ調査―」「意匠出願動向調査―マクロ調査―」
及び「商標出願動向調査―マクロ調査―」の結果に
ついて、順次ご紹介します。本稿では、「特許出願
技術動向調査」の概要、「特許出願動向調査―マクロ
調査―」の結果の一部をご紹介します。
　また、（７）頁より、「特許出願技術動向調査」12テー
マの１つである「三次元計測」の調査結果をご紹介
します。

１．特許出願技術動向調査の概要
①調査の概要

「特許出願技術動向調査」とは、社会的に注目
されている技術分野等から選定した技術テーマ
に関する調査です。本調査では、テーマの技術
概要、製品の売り上げ等の市場動向、各テーマ
の各要素技術や応用産業における出願動向、論
文発表動向等を調査・分析して、今後日本が取
り組むべき研究開発の方向性を示します。

各国における研究開発の進展により、世界全
体の特許出願件数は年々増加しており、2016年
には約313万件、2017年には約317万件１となっ
ています。この大量のビッグデータと言える特
許情報について、論文情報も併せて分析し、各
国や各企業の研究開発動向を把握することは、
我が国の研究開発戦略や施策検討を行う上で非
常に有用な情報となります。

特許出願技術動向調査は、平成11年度に調査
を開始し、平成30年度までに合計264テーマ実
施しました。特許出願技術動向調査の結果につ
いては、特許審査の基礎資料としての活用に加
えて、各府省庁の産業政策・科学技術政策の策
定、企業や大学等の研究開発戦略策定等のため
に、積極的に情報発信します。

②平成30年度の調査テーマ一覧

平成30年度は、将来の市場創出・拡大が見込
める最先端分野である12の技術テーマについて、
報告書を取とりまとめました。全12回にわたり、
各テーマの調査結果を下記の順番でご紹介します。
・三次元計測
・ドローン

・樹脂素材と異種素材との接合技術
・電池の充放電技術
・電子ゲーム
・人工関節
・ハイバリアフィルム
・ストレージクラスメモリ
・次世代建築技術
・パワーアシストスーツ
・がん免疫療法
・仮想通貨・電子マネーによる決済システム

③調査項目及び調査の方法

「特許出願技術動向調査」の調査項目は、「特
許出願動向調査」、「研究開発動向調査（論文等
を調査）」、「市場環境調査」、「政策動向調査」
等から構成されます。
「特許出願動向調査」においては、調査テー

マに関する各国の特許文献を読み込み、「技術
区分」という分類の概念に近いものを付与しま
す。出願人国籍や技術区分毎に特許文献を集計
し、グラフ化することで、多角的に特許出願動
向を解析します。

それぞれの調査項目の調査結果から、目指す
べき研究開発の方向性等を分析し、提言として
報告書にまとめて、企業等に発信しています。
「特許出願技術動向調査」のうち「特許出願

動向調査」は、検索式を立てて、数万件程度の
特許出願の母集団を作成することから始まりま
す。数百にも及ぶ技術区分の付与ルールを設定
し、技術区分を決定します。そして、調査対象
の母集団の特許文献を１件ずつ人手で読み込む
ことにより、技術区分を付与します。

また、特許出願技術動向調査は、特許庁の担
当者だけではなく、調査会社や有識者の協力に
より成り立っています。調査会社は、読込によ
り各文献に対し技術区分を付与し、調査全般に
おいて各種資料の素案を作成します。また、各
技術分野に詳しい大学や企業の有識者を委員

（長）として有識者委員会を各調査で組織し、調
査に対する助言を頂いています。

調査会社の作成した素案は、特許庁担当者と
の打合せによりブラッシュアップし、有識者委


